
 
様式３－２ 

 
グリーンエネルギーCO2削減等計画書（実績） 

 
 
１ グリーンエネルギーCO2削減計画（実績） 

１．１ グリーンエネルギーCO2削減計画の名称 
バイオマス熱（木質バイオマス蒸気供給施設（熱電供給システム））を利用した 
熱生成によるＣＯ２排出削減 

 
１．２ グリーンエネルギーCO2削減計画に関わる設備（詳細） 
別紙１「本計画におけるグリーンエネルギーCO2削減事業リスト（実績）」１．参照。 

 
 

１．３ グリーンエネルギーCO2削減計画に適用される方法論 
 注 1）本計画に適用される方法論にチェックすること。 

チェック 種別方法論

番号 
種別方法論名称 

□ P001 風力発電 

□ P002 太陽光発電 

□ P003-1 バイオマス発電（鶏糞、バガス等） 

□ P003-2 バイオガス発電 

□ P003-3 木質バイオマス発電 

□ P004-1 河川に設置する新設水力発電 

□ P004-2 既設設備等に付加して設置される水力発電 

□ P005 地熱発電 

□ H001-1 太陽熱（強制循環式給湯用ソーラーシステム（単独供給方式）） 

□ H001-2 太陽熱（強制循環式給湯用ソーラーシステム（複数供給方式）） 

□ H001-3 太陽熱（太陽熱利用セントラルシステム（給湯・暖房）） 

□ H002-1 バイオマス熱（木質バイオマス熱利用システム） 
 H002-2 バイオマス熱（木質バイオマス蒸気供給施設（熱電供給システム）） 

□ H003 雪氷エネルギー（熱交換冷水循環式雪氷エネルギー施設） 

 
１．４ グリーンエネルギーCO2削減相当量の算定 
注 1）「グリーン電力種別方法論」又は「グリーン熱種別方法論」の４．グリーンエネルギーCO2 削減相当

量の算定方法を記載すること。 
注 2）各グリーンエネルギーCO2削減事業の個別の値（実績）については別紙１「本計画におけるグリーン

エネルギーCO2削減事業リスト（実績）」３．参照。 
 
 



 
 
QWB = QBL－(EPS ×9.484[MJ HHV /kWh]*) 
SB = FB÷FT 
EMWB = QWB ×SB× (CEFfuel,BL÷εBL) 
 

記号 定義 単位 
QWB バイオマス熱生成実施期間における生成熱量から補機消費電力

量を一次エネルギー換算した熱量を除いた熱量 

MJHHV 

QBL バイオマス熱生成実施期間における流量計で計測した流量を比

エンタルピーに乗じて算定された生成熱量から、当該熱量の生

成過程において燃料以外で外部から投入された熱量、および明

らかに利用されていないことが判明している供給蒸気の熱量を

除いた生成熱量 

MJHHV 

EPS バイオマス熱生成実施期間における補機消費電力量 kWh 
EMWB バイオマス熱生成実施期間における排出削減量 kgCO2 

CEFfuel,BL バイオマス熱生成実施期間における代替される燃料の単位発熱

量当たりの二酸化炭素排出係数 

kgCO2/MJHHV 

εBL 

バイオマス熱生成実施期間における代替される熱源設備のエネ

ルギー消費効率（高位発熱量ベース） 

％ 

SB 投入燃料に占めるバイオマス比率 ％ 
FB バイオマス熱生成に使用したバイオマス燃料 MJ 
FT バイオマス熱生成に使用した燃料合計 MJ 

 
１．５ グリーンエネルギーCO2削減計画の認証申請期間 
開始日   平成 26 年 10 月 1 日 
終了日   平成 27 年  3 月 31 日 
注）各グリーンエネルギーCO2削減事業の実施期間については、別紙１「本計画におけるグリーンエネルギ

ーCO2削減事業リスト（実績）」５．に記載すること。 
 

１．６ 認定グリーンエネルギーCO2削減計画からの変更項目 
注）変更申請書を提出済の場合は、変更申請書提出後に変更した項目について記載すること。 
 
無し 
 
 
 

２ グリーンエネルギー運営・管理計画（実績） 
２．１ 各グリーンエネルギーCO2削減事業の実施者によるモニタリング方法及び報告方法 
注 1）各グリーンエネルギーCO2削減事業の実施者におけるモニタリング方法、及び当該実施者から運営・

管理者への報告方法（体制）を記載すること。 
注 2）各グリーンエネルギーCO2削減事業のモニタリング責任者及び実施者については別紙１「本計画にお



 
けるグリーンエネルギーCO2削減事業リスト」４．参照。 
注 3）認定グリーンエネルギーCO2削減計画から変更された点がある場合はその旨記載すること。なお、変

更申請書を提出済の場合は、変更申請書提出後に変更した項目について記載すること。 
 
（１）グリーンエネルギーCO2 削減事業実施者（熱生成事業者） 
  【１】毎月末または毎四半期末において、モニタリング実施者およびモニタリング責任者にて、日報・

月報・メーター写真・検針票・その他関連資料など、グリーン熱生成熱量を算出するために必要

となる資料を作成する。 
  【２】毎月初めまたは毎四半期初めにおいて、メール・FAX・郵送などにより、グリーンエネルギーCO2

削減事業実施者より運営・管理者へ報告する。 
（２）運営・管理者（証書発行事業者：日本自然エネルギー株式会社） 
  【１】グリーンエネルギーCO2 削減事業実施者から受領したデータをもとに、各四半期のグリーン熱生

成熱量を算出する。 
  【２】算出したグリーン熱生成熱量について、検証機関による検証終了後、グリーンエネルギーCO2

削減相当量認証委員会事務局へ報告する。 
なお、グリーン電力発電電力量の計量体制を様式３－２別紙添付に示す。 

 
２．２ モニタリングの対象及び方法 
 注 1）「グリーン電力種別方法論」又は「グリーン熱種別方法論」の５．算定根拠に係るモニタリング方法に

掲げられている記号と、それに係る定義、単位、モニタリング方法を記載すること。 
記号 定義 単位 モニタリング方法 

QBL バイオマス熱生成実施期間

における流量計で計測した

流量を比エンタルピーに乗

じて算定された生成熱量か

ら、当該熱量の生成過程に

おいて燃料以外で外部から

投入された熱量、および明

らかに利用されていないこ

とが判明している供給蒸気

の熱量を除いた生成熱量 

MJHHV バイオマス熱生成実施期間における流量計で計測

した流量を比エンタルピーに乗じて算定された生

成熱量から、当該熱量の生成過程において燃料以外

で外部から投入された熱量（蒸気供給先からの戻り

の熱量、純水補給に伴う熱量、等）、および供給先

の事業所が休業する等明らかに利用されていない

ことが判明している供給蒸気の熱量を除いた生成

熱量を計測。比エンタルピーは、供給を行っている

蒸気の温度及び圧力から日本機械学会が提供する

蒸気表を基に算定 
EPS バイオマス熱生成実施期間

における補機消費電力量 
kWh 電力計による計測又は補機容量に稼働時間を乗じ

た値 
CEFfuel,BL バイオマス熱生成実施期間

における代替される燃料の

単位発熱量当たりの二酸化

炭素排出係数 

kgCO2/
MJHHV 

デフォルト値を使用 
 燃料の種類：重油 
二酸化炭素排出係数：0.0678tCO2/GJ 

なお、資源エネルギー庁『一般ガス事業者供給区域

エリアマップ』により、都市ガス供給エリアに含ま

れていないことを確認。 
εBL バイオマス熱生成実施期間

における代替される熱源設

備のエネルギー消費効率

（高位発熱量ベース） 

％ デフォルト値を使用 
ボイラーの設備効率98%（低位発熱量ベース） 

FB 熱生成に使用した木質バイ

オマス 
MJ 燃料計による計測又は燃料供給会社からの請求書

をもとに算定 
FT 熱生成に使用した燃料合計 MJ 燃料計による計測又は燃料供給会社からの請求書

をもとに算定 



 
 
３ グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画（実績） 

３．１ グリーンエネルギーCO2削減相当量保有予定者に関する情報 
別紙２「グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画（実績）」１．参照。 

 
 

３．２ 環境価値が除かれた電気価値・熱価値の帰属先に関する情報 
別紙２「グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画（実績）」２．参照。 



様式３－２別紙１

２．追加性に関する情報
３．１
生成熱量

３．２
補機消費

３．３
生成熱量から

３．4
代替される燃料

３．５
代替され

３．６
バイオマス

３．７
燃料合計

３．８
バイオマ

３．９
二酸化炭素

４．０
排出削減量

1
津別単板協同組合ﾊﾞｲｵﾏｽ
ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

北海道網走郡津別町字達美168番地 自然循環式ボイラー 181.1GJ/h 平成19年11月 自家消費
（ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリー
ン熱の維持に貢献

103,140,782 1,929,572 84,559,004 0.0693 0.92512 0 0 100.00% 0.0749 6,333,469 2014年10月1日 2014年12月31日

2 津別単板協同組合ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ北海道網走郡津別町字達美168番地 自然循環式ボイラー 181.1GJ/h 平成19年11月 自家消費
（ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリー
ン熱の維持に貢献

128,756,466 1,979,910 109,979,000 0.0693 0.92512 0 0 100.00% 0.0749 8,237,427 2015年1月1日 2015年3月31日

#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!
#DIV/0!

14,570,896
kgCO2→tCO2 14,570

該当する追加性要件
　（ａ）当該設備の建設における主要な要
素
　（ｂ）当該設備のグリーン熱の維持に貢
献
　（ｃ）当該設備以外のグリーン熱の拡大
に貢献

４．２
モニタリング実施者

No １．事業所に関する情報 ３．グリーンエネルギーCO2削減相当量の算定に関する情報 ４．モニタリング責任者及び実施者に関する情報
４．１
モニタリング責任者

５．１
開始日

５．２
終了予定日

１．６
系統／自家消費

５．認証申請期間
１．１
熱設備名称

１．２
熱設備所在地

１．３
型式

１．４
設備容量

１．５
運転開始（予定）
年月日



様式３－２別紙２

グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画

6333

0

注2)販売電力量（kWh）は、グリーン電力種別方法論の場合に記載すること。

株式会社ファンケル 神奈川県横浜市中区山下町89-1 2250
日本自然エネルギー株式会社 東京都品川区大崎5-1-11 4083

配分予定なし

6333

津別単板協同組合 北海道網走郡津別町字達美168番地
丸玉産業株式会社 北海道網走郡津別町字達美162番地（工場住所）

84,559,000

２．２
帰属先事業者住所

２．３
帰属量
（kWh/MJ）

84,559,000

グリーンエネルギーCO2削減相当量（単位：tCO2）

販売電力量（kWh）
注1）様式３－２別紙１「本計画におけるグリーンエネルギーCO2削減事業リスト（実績）」３．１販売電力量、及び３．６排出削減量

（tCO2）の合計と一致させること。

１．グリーンエネルギーCO2削減相当量保有予定者に関する情報

１．１
保有予定者名

１．２
保有予定者住所

１．３
保有予定量
（tCO2）

２．環境価値が除かれた電力・熱価値の帰属先に関する情報
２．１
帰属先事業者名



様式３－２別紙２

グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画

8237

0

注2)販売電力量（kWh）は、グリーン電力種別方法論の場合に記載すること。

日本自然エネルギー株式会社 東京都品川区大崎5-1-11 8237

配分予定なし

8237

津別単板協同組合 北海道網走郡津別町字達美168番地
丸玉産業株式会社 北海道網走郡津別町字達美162番地（工場住所）

109,979,000

１．２
保有予定者住所

１．３
保有予定量
（tCO2）

109,979,000

２．環境価値が除かれた電力・熱価値の帰属先に関する情報
２．１
帰属先事業者名

２．２
帰属先事業者住所

２．３
帰属量
（kWh/MJ）

グリーンエネルギーCO2削減相当量（単位：tCO2）

販売電力量（kWh）
注1）様式３－２別紙１「本計画におけるグリーンエネルギーCO2削減事業リスト（実績）」３．１販売電力量、及び３．６排出削減量

（tCO2）の合計と一致させること。

１．グリーンエネルギーCO2削減相当量保有予定者に関する情報

１．１
保有予定者名



様式１－２別紙１添付 

種別方法論名称：バイオマス熱（木質バイオマス蒸気供給施設（熱電供給システム）） 
熱 設 備 名 称：津別単板協同組合バイオマスエネルギーセンター 
 
１．計量体制 

 
２．モニタリング方法および提出書類 
記号 定義 モニタリング方法 提出書類 
QBL バイオマス熱生

成実施期間にお

ける流量計で計

測した流量を比

エンタルピーに

乗じて算定され

た生成熱量から、

当該熱量の生成

過程において燃

料以外で外部か

ら投入された熱

量、および明らか

に利用されてい

ないことが判明

している供給蒸

気の熱量を除い

以下の計算式にて算出。 
① 蒸気供給点比ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ×②蒸気供給点流量 

－③ﾎﾞｲﾗ給水点比ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ×④ﾎﾞｲﾗ給水点流量 
 

① 蒸気供給点比ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ 
ﾎﾞｲﾗ運転管理報の低圧蒸気溜め圧力と低圧蒸気

溜め蒸気温度から、1999日本機械学会蒸気表を用

いて算出。低圧蒸気溜め圧力はﾎﾞｲﾗ運転管理報に

おける稼働日の月平均値(小数点第4位切上)を求

め、これに標準大気圧(0.101325MPa)を加算した

絶対圧力の数値(小数点第3位切上)とする。低圧蒸

気溜め蒸気温度は、ﾎﾞｲﾗ運転管理報における稼働

日の月平均値(小数点第2位切捨)とする。なお、稼

働日は熱電供給事業者内部で作成されるｶﾚﾝﾀﾞｰ

や通達等にて確認する。 
 

ﾎﾞｲﾗ運転管理

報 

計量体制（管理体制） 

（１）計量器維持・管理 

責任者 実施者 
  

   
  

   
（２）データの測定 

責任者 実施者 
  

   
  

   
（３）報告書の作成 

報告書作成者 
  

   

報告書最終承認者 
  

   
報告書受領者（証書発行事業者）    



様式１－２別紙１添付 

た生成熱量 ②蒸気供給点流量 
ﾎﾞｲﾗ運転管理報における送気流量とする。 

③ ﾎﾞｲﾗ給水点比ｴﾝﾀﾙﾋﾟｰ 
ﾎﾞｲﾗ運転管理報の給水ﾎﾟﾝﾌﾟ入口温度を飽和水温

度とし、1999日本機械学会蒸気表を用いて算出。

給水ﾎﾟﾝﾌﾟ入口温度は、ﾎﾞｲﾗ運転管理報における

稼働日の月平均値(小数点第2位切捨)とする。な

お、稼働日は熱電供給事業者内部で作成されるｶﾚ

ﾝﾀﾞｰや通達等にて確認する。 
④ﾎﾞｲﾗ給水点流量 

ﾎﾞｲﾗ運転管理報におけるﾎﾞｲﾗｰ給水流量とする。 
 

EPS バイオマス熱生

成実施期間にお

ける補機消費電

力量 

発電機盤にて稼働時間をﾒｰﾀｰ写真で確認して補機

定格出力1198.5kWを乗じた値。 発電機盤稼働

時間写真 

SB 投入燃料に占め

るバイオマス比

率 

助燃剤は使用されていないため、バイオマス比率は

100%とする。 － 

 
以上 












